
*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 会計別
*団体／会計コード ： 001  ／  01   一般会計等  ／  一般会計等
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 8,231,207,182 固定負債 2,959,230,718

有形固定資産 7,813,839,265 地方債 2,487,214,718
事業用資産 5,746,340,875 長期未払金 0

土地 1,931,321,651 退職手当引当金 472,016,000
立木竹 47,483,105 損失補償等引当金 -
建物 8,426,862,672 その他 -
建物減価償却累計額 △ 4,828,942,526 流動負債 390,552,055
工作物 999,949,645 1年内償還予定地方債 299,572,000
工作物減価償却累計額 △ 830,333,672 未払金 52,189,000
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 38,791,055
航空機 - 預り金 -
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 3,349,782,773
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 0 固定資産等形成分 10,185,217,968

インフラ資産 1,993,353,012 余剰分（不足分） △ 3,126,339,628
土地 968,526,934
建物 17,001,865
建物減価償却累計額 △ 17,001,860
工作物 17,862,716,272
工作物減価償却累計額 △ 16,843,930,199
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 6,040,000

物品 632,969,414
物品減価償却累計額 △ 558,824,036

無形固定資産 5,410,587
ソフトウェア 5,410,587
その他 -

投資その他の資産 411,957,330
投資及び出資金 390,960,004

有価証券 4,103,004
出資金 386,857,000
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 21,239,445
長期貸付金 -
基金 20,187,709

減債基金 -
その他 20,187,709

その他 -
徴収不能引当金 △ 20,429,828

流動資産 2,177,453,931
現金預金 200,156,359
未収金 27,417,713
短期貸付金 0
基金 1,954,010,786

財政調整基金 1,951,431,632
減債基金 2,579,154

棚卸資産 -
その他 1,301,000
徴収不能引当金 △ 5,431,927 7,058,878,340

10,408,661,113 10,408,661,113

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 会計別
*団体／会計コード ： 001  ／  01   一般会計等  ／  一般会計等
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 3,410,011,331
業務費用 1,823,200,623

人件費 522,028,286
職員給与費 380,016,226
賞与等引当金繰入額 3,258,960
退職手当引当金繰入額 0
その他 138,753,100

物件費等 1,242,070,202
物件費 734,562,398
維持補修費 66,635,863
減価償却費 412,213,407
その他 28,658,534

その他の業務費用 59,102,135
支払利息 31,445,680
徴収不能引当金繰入額 22,748,355
その他 4,908,100

移転費用 1,586,810,708
補助金等 962,654,283
社会保障給付 246,363,911
他会計への繰出金 376,302,683
その他 1,489,831

経常収益 229,948,711
使用料及び手数料 120,715,167
その他 109,233,544

純経常行政コスト △ 3,180,062,620
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 3,180,062,620

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 会計別
*団体／会計コード ： 001  ／  01   一般会計等  ／  一般会計等
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 6,985,705,819 10,043,910,112 △ 3,058,204,293

純行政コスト（△） △ 3,180,062,620 △ 3,180,062,620

財源 3,253,485,136 3,253,485,136

税収等 2,566,305,755 2,566,305,755

国県等補助金 687,179,381 687,179,381

本年度差額 73,422,516 73,422,516

固定資産等の変動（内部変動） 141,557,851 △ 141,557,851

有形固定資産等の増加 180,450,731 △ 180,450,731

有形固定資産等の減少 △ 465,920,394 465,920,394

貸付金・基金等の増加 444,277,514 △ 444,277,514

貸付金・基金等の減少 △ 17,250,000 17,250,000

資産評価差額 △ 249,995 △ 249,995

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 73,172,521 141,307,856 △ 68,135,335

本年度末純資産残高 7,058,878,340 10,185,217,968 △ 3,126,339,628

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 会計別
*団体／会計コード ： 001  ／  01   一般会計等  ／  一般会計等
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 3,123,885,907

業務費用支出 1,518,873,199
人件費支出 568,434,670
物件費等支出 917,214,682
支払利息支出 31,445,680
その他の支出 1,778,167

移転費用支出 1,605,012,708
補助金等支出 980,856,283
社会保障給付支出 246,363,911
他会計への繰出支出 376,302,683
その他の支出 1,489,831

業務収入 3,393,026,261
税収等収入 2,546,626,261
国県等補助金収入 642,497,381
使用料及び手数料収入 118,960,367
その他の収入 84,942,252

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 269,140,354
【投資活動収支】

投資活動支出 460,271,798
公共施設等整備費支出 15,987,240
基金積立金支出 427,534,558
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 16,750,000
その他の支出 -

投資活動収入 86,221,908
国県等補助金収入 44,682,000
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 17,250,000
資産売却収入 24,289,908
その他の収入 -

投資活動収支 △ 374,049,890
【財務活動収支】

財務活動支出 308,229,868
地方債償還支出 308,229,868
その他の支出 -

財務活動収入 142,901,384
地方債発行収入 142,900,000
その他の収入 1,384

財務活動収支 △ 165,328,484
△ 270,238,020

464,765,000
194,526,980

前年度末歳計外現金残高 479,035
本年度歳計外現金増減額 5,150,344
本年度末歳計外現金残高 5,629,379
本年度末現金預金残高 200,156,359

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 会計別
*団体／会計コード ： 001  ／  01   一般会計等  ／  一般会計等
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 3,410,011,331
業務費用 1,823,200,623

人件費 522,028,286 　
職員給与費 380,016,226
賞与等引当金繰入額 3,258,960
退職手当引当金繰入額 0
その他 138,753,100

物件費等 1,242,070,202
物件費 734,562,398
維持補修費 66,635,863
減価償却費 412,213,407
その他 28,658,534

その他の業務費用 59,102,135
支払利息 31,445,680
徴収不能引当金繰入額 22,748,355
その他 4,908,100

移転費用 1,586,810,708
補助金等 962,654,283
社会保障給付 246,363,911
他会計への繰出金 376,302,683
その他 1,489,831

経常収益 229,948,711
使用料及び手数料 120,715,167
その他 109,233,544

純経常行政コスト 3,180,062,620
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 3,180,062,620 3,180,062,620
財源 3,253,485,136 3,253,485,136

税収等 2,566,305,755 2,566,305,755
国県等補助金 687,179,381 687,179,381

本年度差額 73,422,516 73,422,516
固定資産等の変動（内部変動） 141,557,851 △ 141,557,851

有形固定資産等の増加 180,450,731 △ 180,450,731
有形固定資産等の減少 △ 465,920,394 465,920,394
貸付金・基金等の増加 444,277,514 △ 444,277,514
貸付金・基金等の減少 △ 17,250,000 17,250,000

資産評価差額 △ 249,995 △ 249,995
無償所管換等 - -
その他 - - -

本年度純資産変動額 73,172,521 141,307,856 △ 68,135,335
前年度末純資産残高 6,985,705,819 10,043,910,112 △ 3,058,204,293
本年度末純資産残高 7,058,878,340 10,185,217,968 △ 3,126,339,628

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

金額
固定資産等形成分 余剰分（不足分）

行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額


